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１．はじめに 

 

日本では人口減少が年金システムの持続可能性等の観

点から問題視されるが，世界的に見れば途上国における

人口増加の問題がより深刻である。長期的には人口減少

は国民の厚生水準の向上にするものであり，問題は短期

的な持続可能性の維持にあるが，先進国と途上国という

発展段階の異なる国の並存は，同時的には貿易と資本移

動を通じて，動学的には債務の返済という形で補完的に

機能する可能性がある。本研究は発展段階の異なる２国

からなる経済を，簡単なSolow型経済成長モデルの枠組

みを用いて記述し，出生率・死亡率を始めとする様々な

パラメータの組み合わせの下で，経済の持続的成長の可

能性を評価することを目的としている。 

モデルは基本的には，”augmented Solow model”と呼

ばれる教育と人的資本を導入したSolowモデル1)を２国

に拡張した形で記述される。人口増加率は消費水準に依

存するという見方から，人口増加率を内生化するモデル
2)も可能であるが，パラメータの変化に対する比較動学

の立場から，本稿では外生的に扱うものとする。 

はじめに１国モデルを定式化する。国間の関連は貿易，

資本移動と移民によって記述される。資本移動はODAと 

FDIに区分されるとし，簡単のため政府は教育に特化し

ていると考える(図-1参照)。次に２国モデルへの拡張を

行う。この種のモデル定式化の枠組みとしては，多段階

意思決定を伴う動学ゲーム，「北」の債権国をLeader，

「南」の債務国をFollowerとするStackelberg問題など

が考えられるが，本稿では世界政府が初期時点で全ての

意思決定を行う最適制御問題を中心に検討する。その解

は完全予見, First-bestという意味で，以後の分析の参

照点を与えるものであり，２国モデルの定式化に際して

解決すべき問題点を明らかにすることや，ODAを通じた

人的投資の役割を含めて，人口減少をグローバルな視点

で捉える上で，有意義であると考えられる。 
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図－１ ２階層１国モデルの概要 

 

２．１国モデル3) 

 

国内企業は物的資本K と2種類の労働(熟練労働Ｈと

未熟練労働Ｌ)を組み合わせて単一のニュメレール財を

生産し，その生産関数と利潤は集計的に表現される。 

),,( LHKfY =                (1)

LwHwrKY LH −−−=π        (2)

ここに利潤最大化の1階条件から，資本レント Kfr = ,

賃金率 LLHH fwfw == , が満たされる。 

 物的・人的資本に対する状態方程式は，以下のように

記述される。 

KIK ρ−=&                  (3a)

MHEHH ++−= )(ψδ&          (3b)

)()( ELLHgL ψδ −−+=&        (3c)

ここにＩは物的資本投資額，ρは減価償却率，Ｅは人的

資本投資額(教育費)，ψはその効率関数，ｇは出生率，

δは死亡率であり，MH は外生的に与えられる熟練移

民であり流入側を正とする。 

上の定式化は以下の仮定を前提にしている。 

仮定１ 1) 労働者と人口は同一視され，出生率・死亡率

は階層によって異ならない。 

2) 出生時には全員が未熟練であり，教育を通じて熟練

労働者に転換される。その速度は投入された教育費

の関数として表される。 

3) 熟練労働者だけが国外へ移住可能である。■ 



 国内総生産Ｙは消費Ｃ，物的投資Ｉ，政府支出Ｇ，及 

び純輸出NX に費やされる。 

NXGICY +++=             (4)

純輸出が正である場合，マクロバランスを保つためには，

それと等しい額がODAとFDIとして国外に流出し，逆に負

の場合は流入する必要があるが，後者には過去の債務返

済も含まれる。流出(流入)額のうちODA(及びその返済)

が占める比率をξで表すと，以下のように書ける。 

NXTG ξ−=               (5a)

NXSI )1( ξ−−=            (5b)

ここにＴは税収，Ｓは貯蓄であり，以下のような想定に

基づくものである。 

仮定２ 1) 純輸出が正の場合，ODAは税収から，FDIは貯

蓄から支弁される。 

2) 純輸出が負の場合，ODAは政府支出の，FDIは物的投

資の原資となる。(返済の場合，前者は政府部門，後

者は貯蓄部門へ返済される。)■ 

さらに1人当たり所得を決めるために，物的資本の所

有等に関して以下の仮定を設ける。 

仮定３ 1) 企業は自国労働者によって保有され，企業利

潤と資本レントの和は，全て労働者に分配される。 

2) 熟練労働者は1人当たり未熟練労働者のθ倍の試算を

保有している。 

3) 税率τ，貯蓄率sは熟練度に拘らず共通である。■ 

 この時，熟練・未熟練労働者１人当たりの所得は各々

以下のようである。 

LH
rKwy

LH
rKwy LLHH +

+
+=

+
+

+=
θ
π

θ
πθ ,)(

 (6)

本モデルでは，未熟練労働者は教育を通じて熟練労

働者に転換可能である。熟練労働者が保有する現在の物

的資本の総額は過去の高い貯蓄額の成果であり，本来は

過去の貯蓄履歴に応じて分配されるべきである。その場

合，個人レベルの履歴をモデル内で保持する必要が生じ

て，運用上現実的ではない。(6)式では簡単のため，熟

練労働者に加わった瞬間に，従前からの熟練労働者と同

額の利子・配当所得を受け取れるものと仮定している。 

 3)の仮定の下で，熟練・未熟練労働者の1人当たりの

消費額は次のように表される。 

LLHH yscysc )1)(1(,)1)(1( ττ −−=−−=  (7)

従って，国内総消費は 
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税収と貯蓄額は各々以下の式で与えられる。 

)( rKLwHwT LH +++= πτ         (9)

))(1( rKLwHwsS LH +++−= πτ     (10)

政府支出額と物的投資額は，Ｔ, Ｓを(5a)，(5b)式に代

入して得られる。また簡単のため，政府は人的投資のみ

を行うと仮定するので，ＧはＥと同一視できる。 

 さらに効用関数，利子率に関して以下を仮定する。 

仮定４ 1) 労働者の即時的効用は，各期の消費額のみの

関数であり，労働者の熟練度に依存しない。 

2) 将来効用に関する主観的割引率はφ，債務返済に使

用される利子率はi に固定される。■ 

計画期間(Planning horizon)を有限期間[0,Ｔ]として,

長期的社会的厚生関数は，Bentham的に 

∫ += −
T
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で与えられるとし，(8)～(10)式の右辺括弧内は国内総

生産Ｙに等しいこと，すなわち 

rKLwHwLHKf LH +++= π),,(   (11)

に注意すれば，1国の問題は3本の状態方程式(3a)～(3b)

の下で，(10)式を最大化するような税率と貯蓄率の系列

]},0[|)(),({ Tttst ∈τ を求めることに帰着される。 

従って制御制約として， 

10,10 ≤≤≤≤ s　τ               (12)

初期条件として， 

000 )0(,)0(,)0( LLHHKK ===     (13)

を考えればよい。終端条件は特に必要はないが，計画期

間が有限であるため，”hit-and-run”戦略が採られる可

能性がある。これを排除するためには，終端時刻におけ

る状態変数値を(13)式と同様に定めることが考えられる。 

２国モデルの基本的な想定では，「北」の債権国が

自国の最適化に基づいて将来の純輸出 )(tNX を決定

し，北の解に(－)の符号を付けたものを南は外生変数と

して受け取る設定が考えられる。また移住者数 )(tMH  

も所得格差に基づいて内生的に決まるとするより，北が

枠を決定することが現実的である(図-2参照)。従って

「南」の定式化では，これらは外生であると見なすこと

ができるが，その場合の問題は以下のように記述できる。 

Maximize (10) w.r.t. (τ,ｓ) 

subject to (3a),(3b),(3c),(12),(13), 

where ),( LH cc are defined in (7). 

この定式化では，制御制約が状態変数に依存しないから，

随伴変数は以下のHamilton関数から求められる。 

 

 図－２ 他国との相互関係 
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３．２国モデルの問題点 

（１）２国間の相互関係 

 上に見たように２国モデルの場合，両国の決定権が対 

等であるとは限らず，たとえば北が純輸出額とそれに基

づく返済額を一方的に決定する場合が考えられる。従っ

て定式化に際しては，各主体がどの範囲の変数を決定す

るかについて自由度があるが，その点を除けば１国の場 

合の定式化と基本的に差異はなく，上の定式化に国の添

字 }2,1{∈j を追加すれば足りる。ただし２国で閉じた

経済を考える場合，純輸出と移民に関して， 

0,0 2121 =+=+ MHMHNXNX     (15)

が成り立ち，これらが２国間の相互関係を規定する。 

さらに計画期間全体を通して，ODAとFDIの区分ごと

に債務が完済されることを想定するなら， 
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T

j
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が満たされる必要がある。ただしODAには無償・有償援

助があり，後者の場合でも低い利子率の適用が一般的で

ある。従って(16b)のみを考慮し，(16a)を要求しない定

式化も検討する必要がある。動学的マクロモデルでは，

定常状態の性質が議論されるのが通例だが，(16)式の下

では定常状態は達成されないことにも注意されたい。 

 

（２）企業の所有と分配 

 １国モデルでは，労働者の転格に伴う企業の保有比率

が問題となったが，２国モデルではFDIを通じた他国に

よる企業保有の問題が加わる。たとえばｉ国の現存資本

のうちｊ国の出資による部分は出資国の労働者に分配さ

れるなら，ｉ国の資本をマクロ的に捉えることはできな

くなり，出資時期の履歴が重要になる。ｊ国資本の時刻

ｔにおける累積出資比率は， 
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外国(ｉ国とする)の出資比率は )(1)( tt jjij κκ −= と 

表すことができるから，この比率に従って利子・配当所

得の原資を国間で分配するならば，たとえば両国の熟練

労働者の所得は以下のように表現できる。 
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ただし(17)式は累積出資額のみに依拠しており，出

資時期による減価償却後の物的資本の残存価値の差異を

考慮するなら，さらに複雑な計算が必要になる。さらに

２国の場合には労働者の転格に加えて移住の問題がある。

 移民が自己の出資金を持って移住すると仮定すれば，

各国の資本保有比率は(17)式とは異なったものとなる。

簡単のため，企業はすべて自国によって出資されたと考 

える場合でも，ｊ国のマクロ的な資産所得相当額は

jiH をｉ国出身のｊ国居住者として， 
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のように書ける。移住履歴に応じて個人の受取額は異な

るが，それを考慮すれば出生・死亡も含めて個人の履歴

を保持が必要となり，マクロ分析の範囲を逸脱すると考

えられるから，以下では単純に次の仮定を設ける。 

仮定５ 1) FDIは投資された時点で受取国労働者の保有

となり，その出資金額の元利合計の返済を超える配

当等の支払いは行われない。 

2) 労働者はその出身国や移住時期に拘らず，居住国の

労働者と同額の利子・配当所得を受取る。■ 
 

（３）移民と価格水準 

 前章では熟練労働移民MH を外生的に与えたが，こ

れを内生化するためには，単位時間内の移民率を所得格

差の関数として表現するのが一般的である。たとえば， 

( )}0,max{/ HjHiij yyhHMH −=       (18a)

のように，ｊ国の所得が高い場合にｉ国の熟練労働者の

一定比率が移住すると考える。ただし以下の定式化では 

( ))()()()( 2121 tctctMHtMH HH −=−= η   (18b)

のように，移民数は１人当たり消費額の差に比例的であ

ると仮定する。即時的効用は消費の関数であり，国によ

って税率等が異なるためである。当然の帰結として，本

稿のモデルでは移動制限のある未熟練労働者だけでなく，

熟練労働者についても効用水準は均衡しない。 

 複数国のモデルでは，為替や価格変動が重要である。

価格差は輸送費や商習慣を含む空間障壁によって生じ，

たとえば初期時点における国１の物価水準をニュメレー

ルとするのが一般的である。しかし本稿では簡単のため，

両国は単一のニュメレール財を生産し，為替水準や価格

水準はすべてこの財を基準に実質化されていると考える。 

４．２国モデルの定式化4) 

最初に述べたように，２国モデルの解法には毎期北

と南の手番を繰り返す分権的・逐次的アプローチから，

仮想的な「世界政府」が世界全体の長期的厚生最大化を



目指す集権的・一括アプローチまで多様な可能性がある

が，本稿では後者の形で定式化を行う。基本的な定式化

は１国モデルの制約式等を，国の添字を付けて区別する

ことで得られるが，債務返済に関する(16)式，移民に関

する(18b)式に加えて，幾つかの変更が必要になる。 

税率・貯蓄率は(12)式のように非負であると考える

のが一般的であるが，国内所得以上に国外から資金が流

入する場合には，実効税率・貯蓄率は負になる可能性が

あるから，本章では上限に関する条件のみを残す。 

1,1 ≤≤ s　τ                   (19)

またODA,FDIの構成比率ξも内生的に決める必要がある

が，それに関する制約を追加する。 

1)(0 ≤≤ tξ                   (20)

(19)の結果，(5)式から定まる物的投資Ｉ，人的投資Ｅ

が負になる可能性を除くため，以下の非負条件を加える。 

0)())(1()())(1)(( ≥−−− tNXttYtts jjjj νξτ (21a)

0)()()()( ≥− tNXttYt jjj νξτ     (21b)

ここにNX を北の貿易収支とし，北をｊ=2，南をｊ=1

で表せば， )1,1( 21 −≡≡= ννν NXNX jj である。 

 (16)式に関しては，北の債権残高，南の債務残高を表

す状態変数を導入すると便利である。 
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対応する状態方程式と初期条件は以下のように書ける。 
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 目的関数としては，(10)式の国別社会的厚生に終端時

刻における物的・人的資本の残存価値Φを加えたものを

国別にウェイト付けした関数を考える。 
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 まとめると２国の「最善問題」は以下のように書ける。 

Maximize (25) w.r.t. )}(),(),(),({ ttNXtts jj ξτ  

s.t. state equations (3a),(3b),(3c),(22a),(22b), 

control constraints (19),(20),(21a),(21b), and 

initial/terminal conditions (13),(24). 

 この問題では，制御制約が状態変数を含むから，随伴

変数は以下のLagrange関数から定めることができる。 
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ここにλは随伴変数，μはLagrange乗数である。 

５．数値解析に向けて 

本稿が提示するモデルは極めて単純化した設定に基づく

ものであり，たとえば出生・死亡は考慮されているが，

Markov的であってOLGモデルのような明快さはない。ま

た債務履行に関して重要な，不確実性の問題も考慮され

ていない。しかし最適条件は(26)式から機械的に導出で

きても，定常状態が期待できない状況では，僅か２ヶ国

でも解の定性的な性質を得ることは殆ど不可能に見える。

従って今後の分析は，生産関数・効用関数・教育効率関

数などを特定化した上で，数値解析に拠らざるを得ない。 

 本モデルは多くのパラメータを含む。国別のパラメー

タには，出生率・死亡率・減価償却率・熟練労働者資産

保有比率があり，共通パラメータには利子率・主観的割

引率がある。特に債務返済条件の下では，解が存在する

パラメータの組み合わせは極めて限定されると考えられ

る。しかし多次元パラメータ空間の中で，解の存在する

範囲を明らかにすることができれば，今後の世界経済の

共存共栄を通じた持続性に関して，有用な示唆を与える

ものになると考えられる。 
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